
 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 液状化被災市街地における調査手順等について（案） 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本ガイダンス（案）は、液状化被災市街地の速やかな復旧、復興に向けた参考資料

として検討をしているものであり、調査の進行中の内容を取り扱っていることから、

今後の検討を踏まえ、修正、見直し等が生じることがございます。 
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■本検討ガイドの概況整理および再液状化診断の手順を図-1に示す。 

図ｰ1　概況整理および再液状化診断の手順フロー
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Step １ 概況整理 

（1）地区の地理的状況および被災状況の概要           

 

１）地区の地理的状況（造成履歴） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【解説】 
国土交通省関東地方整備局と公益社団法人地盤工学会では，既に東北地方太平洋沖地震による

関東地方の地盤液状化現象の実態を把握，解明するために共同で調査を実施し，その成果を報告

書1) 2)に取りまとめている。また、液状化履歴の地図については若松が「日本の液状化履歴マップ

745－2008」3)、微地形分類については若松・久保・松岡・長谷川・杉浦らの「日本の地形・地盤

デジタルマップ」4)等のデジタルマップがあるので参照されたい。 
造成履歴は，歴史書から江戸時代の人工改変による埋立地と云われているものもあるが、上記

報告書の他、一般的に入手可能な国土地理院の明治後期～昭和初期頃からある古地図や米軍の航

空写真から土地の変遷を調査する。このことにより、いつ頃まで水域や湿地であり、その後埋め

立て干拓や宅地や耕作地として利用され、現在の地形がいつ頃に形成されたかがわかる。この住

宅地化の着工と完了時期等の詳細な造成時期と干拓や宅地の経緯を整理する。 
ほぼ全域が水域にあたり明治後期～昭和初期頃に掛けて埋め立て干拓された埋立地では、一般

に比較的均質な砂を用いる場合が多く、大型の建設機械も無く、転圧による締め固めもほとんど

行われずに緩い砂地盤が形成されたものと考えられる。また、地下水位が高く、堆積時期が自然

の堆積環境と比較し非常に新しく時間の経過とともに土の強度が増す年代効果も少ないことから、

非常に液状化しやすい地盤である可能性が高い。 

例えば、潮来日の出地区（以下、ＩＨ地区）の内陸部では図-1および図-2の迅速測図から外浪

逆浦の入江である内浪逆浦を干拓した土地で、図-3の土地条件図で干拓地となっており，その後

宅地化されたために液状化による被害が発生したものと考えられる。 
一方、習志野市香澄地区（以下、ＮＫ地区）では，現在において図-4の地形図平面図のように

一様な平坦な地形となっているが，図-5土地条件図および図-6明治13年，15年旧地形図（1/20,000
迅速図）から臨海部の埋立地であることがわかる。埋立時期の違いが被災程度に影響を与えるこ

とも考えられるので十分な調査が必要である。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）明治18年（1/20,000迅速図）2)          （b）平成14年（1/25,000数値地図）3) 

図-1 旧地形と現地形との比較 

液状化した地区の造成履歴などの地理的状況を旧地形平面図や航空写真等から

整理する。この結果から詳細な造成年代、干拓や埋め立てされた経緯がわかり、罹

災証明等の被害状況図面と重ね被害原因の分析に役立てる。内陸部では、旧湖・池、

採掘跡地、水田部の盛土等の微地形区分を把握し、臨海部では埋立地の浚渫や埋め

立ての造成年代や施工方法についても調査を行う。 
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図-2 迅速測図に基盤地図情報を重ね合わせ        
（歴史的農業環境閲覧システムによる）4) 
                             図-3 土地条件図 

    （国土地理院「1:25,000土地条件図」より）1) 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4 地形平面図（1/25,000数値地図より）1)   図-5 航空写真（2011年3月17日撮影より）1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 土地条件図1)          図-7 明治13年､15年旧地形図（1/20,000迅速図）1) 
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２）地震波の特徴 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
【解説】 
国土交通省関東地方整備局と公益社団法人地盤工学会では，既に東北地方太平洋沖地震による

関東地方の地盤液状化現象の実態を把握，解明するために共同で調査を実施し，その成果を報告

書1) 2)に取りまとめている。 

本震・余震の震度は、上記報告書の他、地方自治体（市町村等）に確認するか、または、気象

庁のホームページ等から推計震度分布図から調べる。 

最大加速度（gal）、最大速度（kine）、継続時間（s）の時刻歴のデータは、同様に上記報告書の
他、地方自治体（市町村等）に確認するか、または、観測点K-NETやKiK-netのホームページ等か
ら調べる。 

例えば、ＩＨ地区の震度は図-8からの本震の推計震度分布図で震度6弱であることがわかる。図
-9は，対象地点と7.3km離れた観測点K-NET鹿嶋（IBR018）5)での本震の2011年3月11日14時46分に
発生したM9.0の加速度時刻歴で，最大加速度が658.4 gal，最大速度が本震で41.4kine，継続時間
（50gal以上）が89.39sを計測した。また，図-10は同観測地点でその後の30分程度の2011年3月11
日15時15分に発生したM7.4の茨城県沖での余震の加速度時刻歴で，最大加速度が408.4 gal，最大
速度が本震で46.1 kine，継続時間（50gal以上）が103.99sを計測し、この長時間にわたり液状化し
た後も大きく揺すぶられ，大きな沈下・傾斜につながった可能性が想定される。 

一方、ＮＫ地区の震度は図-11から本震の推計震度分布図から5強であることがわかる。図-12，

-13は，対象地点と7.3km離れた観測点K-NET稲毛（ICHBO2411）8)での本震の2011年3月11日14時
46分に発生したM9.0の加速度時刻歴で，最大加速度が301.1gal，最大速度が本震で38.9 kine，継続
時間（50gal以上）が47.70sを計測した。なお，本震の30分程度後に茨城県沖でM7.4の余震があっ
たが，欠測でデータが得られていない。 

 

 

 

 
 

図-8 本震の推計震度分布図6) 

被災地区の本震の震度および最大加速度（gal）、最大速度（kine）、継続時間（s）

の時刻歴のデータを調査する。また、本震後に大きな余震が発生し、その影響も考

えられるので、同様に調査する。時刻歴のデータは、この対象地点での入手が望ま

しいが、無い場合は近傍の観測地点のものを入手する。ただし、観測地点の地形・

地盤状況により被災地区と違った波形になることもあるので注意しなければなら

ない。 
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図-9 本震の加速度時刻歴（2011年3月11日14時46分）5) 

注）最大加速度，最大速度の値は3成分合成 
 

 
図-10 茨城沖地震の加速度時刻歴（2011年3月11日15時15分）5) 

注）最大加速度，最大速度の値は3成分合成 
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図-11 本震の推計震度分布図3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 本震の加速度時刻歴（2011年3月11日14時46分）1) 

注）最大加速度，最大速度の値は3成分合成 
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図-13 本震の加速度応答スペクトル（2011年3月11日14時46分）1) 

注）最大加速度，最大速度の値は3成分合成 
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３）道路・下水道等の公共施設の被災状況の調査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【解説】 
東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）では、道路路面のうねりや亀裂、埋設されたマンホー

ルの隆起、河川における河床の隆起による河道閉塞等が生じ、周辺に地盤沈下や側方変位が発生

している箇所も多い。また、戸建住宅においても基礎部の沈下・傾斜が多数発生した。ここでは、

「道路」「上下水道」「河川」について査定資料等を基に被災状況マップを作成する。 

(1) 道路被災マップの作成 

道路被災は、災害復旧の際に調査している道路舗装面の沈下・隆起、路面の段差や側溝の破損

や沈下、破損箇所から噴砂現象等の被災の内容を整理し、図-14に示すように道路被災マップを作

成する。一般的に舗装厚が薄いほど噴砂現象を生じることが想定され、車道部に対して歩道部の

方が噴砂による地盤沈下が著しい傾向にある。区画道路では局部的な被災が集中している箇所が

あり、道路端部に設置されていた電柱などの傾斜が大きいところほど地盤沈下が大きい傾向にあ

る。 

(2) 上下水道被災マップの作成 

下水道や上水道は、管路の破断、マンホールの隆起等の被災の内容を整理し、図-15，図-16に

示すように上下水道被災マップを作成する。 

(3) 河川被災マップの作成 

住宅の近隣に河川があり、その河床の隆起および護岸部の側方変位が宅地の側方流動に影響し

ている場合がある。このような河道閉塞が生じている箇所では、図-17に示すように河川被災マッ

プを作成する。 

(4) 地盤変状総合マップの作成 

街区点の測量結果から図-18に示すように地盤沈下や側方変位を図化した地盤変位マップを作

成する。さらに、上記の構造物被災と建物被災判定マップと重ね合わせた図-19に示すように地盤

変状総合マップを作成する。この結果から、地盤変状が大きく、一部での隆起現象や側方流動が

生じた可能性を把握することができる。さらに、図-20は、地盤変状と明治39年の古地形の重ね図

で、図-21は地盤変状と昭和６年古地形の重ね図で、地盤変状と地形図を重ねると、その変状の原

因が明らかとなるケースも想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 道路被災マップの作成例 10) 

公共施設では、道路の沈下や亀裂、下水道管路の破断、マンホールの隆起、河川

の河床の隆起および護岸部の側方流動により、住宅地地盤と一体的に地盤沈下や側

方変位が発生している。そこで、これら道路・下水道等の公共施設について査定資

料等を基に被災状況マップを作成し、建物被災判定マップと重ね合わせて地盤変状

総合マップを作成する。 
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図-15 上水道被災マップの作成例 10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16 下水道被災マップの作成例 10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-17 河川被災マップの作成例 10) 
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図-18 地盤変位マップの作成例 10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-19 地盤変状総合マップの作成例 10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-20 地盤変状と明治 39 年の古地形の重ね図 10) 
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図-21 地盤変状と昭和６年古地形の重ね図10) 
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４）宅地の被災状況の概況把握 

 

 

 

 

 
 
 
 
【解説】 
平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震では，図-22、-23に示すように関東地方の広

い範囲にわたり地盤の液状化現象が発生し，住宅，道路，河川堤防，港湾施設，ライフライン等

に多大な被害が発生した。国土交通省関東地方整備局と公益社団法人地盤工学会では，既にこれ

らの地盤液状化現象の実態を把握，解明するために共同で調査を実施し，その成果を報告書に取

りまとめている1) 2)。各地域の液状化被害については，大学や建築研究所のホ－ムページ（HP）で
も現地調査報告がなされている。また， 1987年12月17日に発生した千葉県東方沖地震等過去の地
震においても液状化の発生が報告されている7)等、これまでに再液状化被害が発生しているかにつ

いても調査しておくことが望ましい。その際には、今後も液状化被害は発生する可能性が高いた

めに、液状化対策に向けて重点的に検討を行うことが望まれる。 

特に図-24のＩＨ地区の宅地液状化被害では，干拓地の部分で埋め立て地盤全体に激しい液状化

が発生し，北西側の一部の区画では干拓地であるにもかかわらず液状化していない結果となって

いる。地震直後の液状化による噴砂の状況は、Google Earthの写真-1から噴砂量が多く地区全域
が住宅被害を受けていることがわかる。液状化による住宅地内の噴砂等の変状図は実態調査があ

ればそれを採用する。無い場合は、Google Earthの2011年3月29日撮影の衛星画像を判読推定した
図-25の噴砂が生じた液状化地点マップを作成する。ただし、あくまでも画像による判読のために

現地の噴砂等の変状と一致しない場合がある。 

ＩＨ地区では，主な被害状況として写真-2の宅地地盤の液状化に伴う大規模な噴砂、写真-3の

道路の側溝の隆起現象、写真-3の建物の基礎部の割れや段差、写真-4の中学校の校舎や体育館で

の建物基礎地盤の沈下、道路の側溝の隆起現象、写真-5木杭の抜け上がり、写真-6道路の側溝の

隆起現象、写真-7のライフラインの浮き上がり現象等が生じている。これら液状化被害状況を整

理し、特筆すべき箇所・状況がわかるように、図面上記載し被害概要マップを作成する。 

液状化による地域の地盤沈下の状況を把握するため、図-26 に示すように道路の沈下量コンタ

ーを示す、道路の地盤沈下コンター図を作成する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-22 関東地方の液状化発生分布7) 

宅地の液状化による各被害状況を調査し、各マップ類を作成する。 

① 液状化被害の全体図（液状化の発生範囲） 
② 宅地の被害状況図（被災当時の写真を収集し、位置図とともに整理する） 
③ 噴砂状況図（被災当時の状況をもとに作成する） 
④ 道路の地盤沈下コンター図（道路の沈下量をもとにコンター図を作成する） 
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図-23 東京湾岸の液状化発生分布2) 

 

 

 

図-24 ＩＨ地区における液状化被害の全体図8) 

注）赤色は液状化，青色は非液状化である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 敷地での噴砂現象（Google Earthより） 
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写真-2 宅地地盤の液状化に伴う大規模な噴砂状況 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

写真-3 建物の基礎部の割れや段差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-4 建物の基礎地盤の沈下 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-5 木杭の抜け上がり 
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写真-6 道路側溝の隆起現象 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

写真-7 ライフラインの浮き上がり現象 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

 

図-25 噴砂状況図10) 
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図-26 道路の地盤沈下コンター図10) 

(液状化による道路の沈下をもとにした地盤沈下コンター図) 

沈下量 （㎝）
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５）宅地地盤の沈下量・建物の傾斜勾配と沈下量のデータ作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【解説】 
「用語の定義」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・地震前の目標点の高さ：HA 

・地震後の地表面からの目標点の平均高さ：HB 
HB=(H1+H2+H3+H4)/4 

・建物平均めり込み沈下量：SP 
SP=HA‐HB 

・建物不同沈下量:SD 
SD=H1‐H3 

・建物平均絶対沈下量: SA 
SA=SP+地表面沈下量 

 

図-27 用語の解説図 
 
本調査方法は、震災前の宅地地盤高が不明であることを想定している。震災前の宅地地盤高

は、宅地内で数点計測した任意高さの最大値を震災前の宅地地盤高さと仮定し計算するものと

した。 

震災前の宅地の地盤高が明確な場合は、上記、震災前の宅地地盤高さの仮定値に明確な震災

前の宅地の地盤高を入力する。定めた宅地毎の仮 BM の高さと宅地内の任意高さの平均から震災

後の宅地地盤高さを求める。

宅地地盤の沈下量・建物の傾斜勾配と沈下量のデータ作成は、対策検討を行うた

めの基準値を作成するために重要な要素となる。液状化被災市街地で宅地地盤の沈

下量・建物の傾斜勾配と沈下量を測量し、各マップ類を作成し整理する必要がある。

○宅地地盤・建物の被災状況調査結果一覧表(エクセルシート) 

① 宅地地盤の平均沈下マップ 
② 建物の平均傾斜マップ 
③ 建物の平均沈下マップ 
④ 路面より低い宅地マップ 
⑤ 住宅被害認定による建物の被害程度マップ(平均傾斜) 

H1 

H4 

H2 

H3 
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「調査フロー」 
 

1.調査範囲の設定 

↓ 

2.調査地区全体の仮の基準点（BM）の設置 

↓ 

3.宅地地盤・建物の被災状況の調査、計測 

↓ 

4.建物毎の仮 BM と地区全体の仮 BM の水準測量 

↓ 

5.エクセルシートに打ち込み 

↓ 

6.宅地地盤・建物被災状況調査のまとめ 

↓ 

7.各マップ類の作成 

 
 
1. 調査範囲の設定 

本調査は液状化被災地の個人宅地内を調査するため、調査時期、調査範囲、作業内容を明

確にし、個人情報等は一切公開しない旨、調査の前に周知してく必要がある。 
 

2. 調査地区全体の仮基準点（ＢＭ）の設置 
液状化被災地においては地盤全体が沈下し既存の水準点が変動しているが、本調査におい

ては震災前と震災後の高低差の把握が必要なため、測量範囲の近傍で幹線道路の人孔や橋梁

等震災前の高さが明らかで、極力震災による変動が少ないと考えられる箇所に調査地区全体

の仮基準点を設置する。震災後の水準点の測量成果が公表されている場合は、それをもとに

地区全体の仮基準点を測定する。 
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3. 宅地地盤・建物の被災状況の調査、計測 

 
(1)調査項目 

調査項目は、以下の内容である。 

 

① 建物構造 

『木造・ＲＣ・鉄骨・その他』に分類 

 

② 基礎構造 

『布基礎・ベタ基礎・独立基礎・その他』に分類 

 

③ 建築面積 

外周の寸法を見取図に記載し、階数を『1F・2F・3F・4F・5F・その他』に分類 

 

④ 被災原因 

『地震による直接損壊・液状化・地すべり等』に分類 

 

⑤ 被災状況 

1)地盤の変状 

クラック・段差について、見取図に記載 

2)沈下量 

⑦測量結果の計測値を Excel に入力し、「建物の不同沈下量」、「建物の傾

斜」、「建物の総沈下量」、「宅地地盤の沈下量」 を算出する。 

また、震災後に行われた、罹災証明の判定結果等も併せて記載する。 

 

3)基礎 

クラックについて、見取図に記載した。 

また、震災前の基礎高を計測し、記載した（基礎が埋まっている場合は少し

掘り、埋没している基礎についている地盤高の跡を探し、計測）。 

4)外壁屋根 

外壁屋根の液状化による被害を、住民の方にヒアリング 

5)建具 

壁・扉・窓などの建物の外周となる部分の液状化による被害を住民の方にヒ

アリング 

6)外構 

土間コンクリート、擁壁等についてのクラックを見取図に記載。 

 

⑥ 見取図 

建物、建物の外周の寸法、前面道路、方角及び宅地地盤のクラックや噴砂等の幅・

段差・深さがわかるよう位置・状況を記載。 

 

⑦ 測量結果 

「建物隅の基礎天端高さ」、「前面道路の地盤高さ」及び「基礎天端高さを取った

建物隅付近の敷地内の任意の地盤高さ」を計測。 
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（２）計測方法 

計測はオートレベルを用いて行ない、現地にて被災状況調査票に記入する。 

 

①基準点（ＢＭ）を定める。オートレベルを任意の位置に設置し、基準点の高さを計測す

る。この高さを『基準高』とする。 

 

②オートレベルを動かさず、調査宅地と道路の官民境界の、一番下がっている位置（側溝、

境石等）の高さを計測する。これを、『計測の道路高』とする。 

 

③オートレベルを動かさず、建物隅の基礎天端の高さを計測する。これを、『計測の建物

基礎高』とする。 

 

④オートレベルを動かさず、建物基礎高を計測した建物の隅付近の地盤の高さを計測する。

これを、『計測の敷地内地盤高』とする。 

 

⑤以上の『基準高』『計測の道路高』『計測の建物基礎高』『計測の敷地内任意点高』の数値

を“測定値”とした。『計測の道路高』『計測の建物基礎高』『計測の敷地内任意点高』か

ら、『基準高』を減じることにより、各高さを求めることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-28 計測方法 

建物基礎高

建 物

BM

道路高

前
面

道

路

計測の敷地内地盤高

建物基礎高

計測の敷地内地盤高

BM 建 物

前面道路

基礎高

計測の
敷地内地盤高

道路高
建物

基準高

オートレベル
（任意の地点に設置）
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宅地地盤・建物の被災状況調査票（一般住宅） 

整理番号  住所､氏名  

調査可否 可、    不可 不可の理由  

沈下修正工法 ※沈下修正工法確認資料等で居住者にヒアリングする 

建物構造 木造  RC  鉄骨 その他（                       ）

基礎構造 布基礎  ベタ基礎  独立基礎  その他（                 ）

建築面積 1F   2F   3F   4F   5F   その他（         ） 

被災原因 地震による直接損壊、液状化、地すべり等 

被 

災 

状 

況 

地盤変状 クラック  段差 

沈下量 

建物の不同沈下量  ：28 ㎜ 

建物の傾斜： 4.6/1000(最大)  2.9/1000(平均) 

罹災証明の判定結果：半壊 

罹災証明の傾斜：1.2(cm) 

       ：10／1000 

調査年月日 

建物の総沈下量    ：96 ㎜ 

宅地地盤の平均沈下量 ：57mm 
 

基礎 クラックの有無       ㎜  ×      ヶ所 

外壁屋根 異常の有無及び状況： 

建具 異常の有無及び状況： 

外構 異常の有無及び状況： 

見取り図、測量結果   BM は、前面道路 人孔等 

 

  測定値 BM＋ 相対値

建
物
基
礎
高 

1 689 742  

2 711 720  

3 721 710  

4 744 687  

 719 712  

    

    

    

道
路
高 

A 1.511   

B    

C    

    

地
盤
高 

① 1.071   

② 1.138   

③ 1.185   

④ 1.120   

 1.095   

BM  1.431 0.00  

 
測定結果を  ↑ 

そのまま表記 

各々の最高点を 0  ↑ 

としての表示 

震災前建物
基礎高 

45 cm 

建物寸法 ｍ x      ｍ 

調査年月日 

注）敷地内地盤はクラックの位置、状況等を記録（幅、段差、深さ等） 

図-29 被災状況調査票の記載例 
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図-30 沈下修正工法確認資料 11) 12) 

 

4. 建物毎の仮BMと地区全体の仮BMの水準測量 
建物毎に設置した仮BMと地区全体の仮BMを測定する。 

 
5. エクセルシートに打ち込み 

別途提供されるエクセルシートに被災建物の計測結果を入力し、宅地地盤の沈下量・建物

の傾斜勾配と沈下量等の値を得る。建物沈下量・建物傾斜量の算出方法とエクセルシートの

中で行われる計算過程を以下に示す。 
 

(1)建物沈下量・建物傾斜量算出方法 

沈下量および、建物傾斜量は下記の方法で算出する。なお、アルファベットは、帳票の

項目のアルファベットを示している。 

◎ 建物不同沈下量：SD 

a. 計測値『基準高』（図-31，ＢＭ）から各隅の『計測の建物基礎高』（次頁図，

1～4）を減じ、高低差を算出する（図-32，1～4）。算出した各隅の『建物基

礎高』の中から、最高点と最低点が入るようバランスをとり、４点を抽出す

る（図-32，1′～4′）。 

b. aで計測した最高点を 0とし、他の３点との相対値を導く。 

c. 0 とした点から、bで導いた相対値（1″～4″）の平均を不同沈下量とする

（相対値の最大値を 1/2）。 

◎ 建物平均めりこみ沈下量：SP 

d.  計測値『基準高』（図-31，ＢＭ）から各隅の『計測の敷地内任意点高』を

減じ、高低差を算出する (図-32，①～④）。 

d' dで計測した平均高さ。 

f.  震災後平均地盤高 d’ ＋ 震災前の基礎高 －地震後の地表面からの目標

点の平均高さ(HB)を、建物平均めりこみ沈下量：SP とする。 

※マイナスの値は、建物の浮き上がりを意味するが、建物沈下量が周辺地盤

の沈下より小さい場合にもマイナスの値となり得ることから、マイナスの

値となった場合には、等沈下量は 0とする。 

◎ 建物平均絶対沈下量：SA 

g. 宅地地盤の平均沈下量 e” ＋ 建物平均めり込み沈下量(SP) f を、建

物平均絶対沈下量とした（ただし、f<0 の場合、f=0）。 
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◎ 建物傾斜 

i. aで抽出した点（図-31，1′～4′）を結ぶ辺の長さを計測する（1′-2′, 2′

-3′,･･･,2′-4′）。 

j. a で抽出した点の各辺間の相対値を、i で導いた辺の長さで割り、勾配を

導く（1″-2″, 2″-3″,･･･,2″-4″）。 

k. jで導いた勾配の最大値を、建物傾斜とする。 

◎ 道路 

道路より宅地が下がっている箇所を抽出するため、『計測の道路高』（図-31，Ａ）から

各・『計測の敷地内任意点高』(図-31，①～④）を減じ、負の数値の箇所について“道路よ

り宅地が低い箇所”とする。 

③

④

②①

１ ２

３ ４

建 物

BM

BM

震災前

平面図

A

敷地内の任意の点【①～④】『d』

建物隅の基礎天端高さ【１～４】

基礎天端高さを取った建物隅付近の

基
礎
高

前
面

道

路

官

民

境

界

建 物

前面道路

震災後

断面図

BM

Ａ

【1´～4´】の最高点『a』

の最高点 = 元の地盤高『e』
付近の敷地内の任意の点【①～④】
基礎天端高さを取った建物隅

抽出した建物隅基礎天端高さ

基
礎
高

官
民

境

界

建 物

前面道路

不
同
沈
下
量 等
沈
下
量

総
沈
下
量

 
図-31 算出断面図
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(2)エクセルシートの計算過程 

別途提供されるエクセルシートに、建物調査・計測結果を入力する。計算は以下のように

行われる。 
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2

基準高
BM 1 2 3 4 5 6 7 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ A B C
1500 100 200 300 500 600 700 800 850 1600

基準高 － 各敷地内任意点

c

1 2 3 4 5 6 7 1' 2' 3' 4'
最大値(震災後
基礎天端高)

1'' 2'' 3'' 4''
最大値/2(不
同沈下量)

1400 1300 1200 1000 1400 1300 1200 1000 1400 100 200 400 200

最大値 　　最大値との高低差 最大値/2

2

基準高
BM 1 2 3 4 5 6 7 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ A B C
1500 100 200 300 500 600 700 800 850 1600

基準高 － 各敷地内任意点

c

1 2 3 4 5 6 7 1' 2' 3' 4'
最大値(震災後
基礎天端高)

1'' 2'' 3'' 4''
最大値/2

(不同沈下量)
1400 1300 1200 1000 1225 1400 1300 1200 1000 1400 100 200 400 200

◎建物不同沈下量(SD)

d' e e' e" f
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 平均値 最大値 最小値 (e-e')/2 g
900 800 700 650 763 900 650 125 38 163

震災後平均地盤高+震災前基礎高-震災後平均基礎天端高

2

基準高
BM 1 2 3 4 5 6 7 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ A B C
1500 100 200 300 500 600 700 800 850 1600

c

1 2 3 4 5 6 7 1' 2' 3' 4'
最大値(震災後
基礎天端高)

1'' 2'' 3'' 4''
最大値/2(不
同沈下量)

1400 1300 1200 1000 1400 1300 1200 1000 1400 100 200 400 200

e e' e" f
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 最大値 最小値 (e-e')/2 g
900 800 700 650 900 650 125 38 163

k k’
1'-2' 2'-3' 3'-4' 4'-1' 1'-3' 2'-4' 1''-2'' 2''-3'' 3''-4'' 4''-1'' 1''-3'' 2''-4'' 最大値 平均値
10.00 10.00 10.00 10.00 14.14 14.14 10.0 10.0 20.0 40.0 14.1 21.2 40.0 19.2

◎傾斜

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
A 1000 900 800 750
B
C

各道路高 － 各敷地内任意点（マイナスが、道路より宅盤が下がっている箇所）

建物No.

建物

備考基礎

構造 階数 構造
震災前基礎高

(cm)

木 2 布 45

計測値 (mm)
計測の建物基礎高 計測の敷地内任意点 計測の道路高

◎不同沈下量
(建物基礎高の
違いの平均値）

建物基礎高[基準高－建物基礎高(計測値)] 最高・最低値を含む抽出値　(mm) 最高点との相対値　(mm)
a b

◎建物不同沈
下量(SD)

最高点・最低点を含む、４点を抽出

建物No.

建物

備考基礎

構造 階数 構造
震災前基礎高

(cm)

木 2 布 50

計測値 (mm)
計測の建物基礎高 計測の敷地内任意点 計測の道路高

◎不同沈下量
(建物基礎高の
違いの平均値）

建物基礎高[基準高－計測の建物基礎高]

平均

最高・最低値を含む抽出値　(mm) 最高点との相対値　(mm)
a b

◎地震後の地表面からの目標点の平均高さ(HB)

◎等沈下量
(震災前後の基
礎高の絶対差)

敷地高「基準高－計測の敷地内任意点]d
◎総沈
下量

0<f ⇒ e"+f f<0 ⇒ e"

163
震災後
平均

地盤高

元地盤
高

と仮定

宅地地盤
の平均沈
下量と仮

定

◎建物平均めり込み沈下量（SP) ◎建物平均絶対沈下量(SA)

建物No.

建物

備考基礎

構造 階数 構造
震災前基礎高

(cm)

木 2 布 45

計測値 (mm)
計測の建物基礎高 計測の敷地内任意点 計測の道路高

◎不同沈下量
(建物基礎高の
違いの平均値）

建物基礎高[基準高－計測の建物基礎高] 最高・最低値を含む抽出値　(mm) 最高点との相対値　(mm)
a b

0<f ⇒ e"+f f<0 ⇒ e"

163

◎傾斜

距　離　(m) 勾　配　（X/1000）
i j

◎等沈下量
(震災前後の基
礎高の絶対差)

敷地高「基準高－計測の敷地内任意点]d
◎総沈下量

最大値

　　各点の高さの差の絶対値 / 距離

◎道路

『計測の道路高』－『計測の敷地内任意点』

計測値 計算

図-32 エクセルシートの計算過程 
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図-33 エクセルシートの入力例 

 

6. 宅地地盤・建物被災状況調査のまとめ 
調査した建物の位置図、全景写真、宅地地盤の沈下量・建物の傾斜と沈下量の一覧表および、

建物の仮BM位置を整理する 
 
7. 各マップ類の作成 
建物調査のとりまとめ後、各調査結果をもとに各マップ類を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-34 宅地地盤の平均沈下マップ 
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図-35 建物の平均傾斜マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-36 建物の平均沈下マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-37 路面より低い宅地マップ 
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図-38 住宅被害認定による建物の被害程度マップ 
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 Step ２ 液状化検証 

（2）被害をもたらした液状化地盤の検証 

 

１） 被災前の地盤状況の再現 

 

 

 

 

 
 
 
【解説】 
この地盤の状況を把握するために、過去のボーリングデータは各市町村および以下より入手し、

資料の収集を図る。 

①ジオステーション等 

②千葉県地質環境インフォメーションバンク１） 

③関東の地盤 地盤情報データベース付(2010 年度版)（公益社団法人 地盤工学会関東支部） 

この段階でボーリングデータが少なければ、適宜追加ボーリング調査の検討も行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 既存調査位置図 

まず、過去のボーリングデータと、液状化被害発生状況のマップ類を用いて、被

災前の地盤状況を再現する。過去のボーリングデータは各市町村および①ジオステ

ーション、②県地質環境インフォメーションバンク等より入手し、資料の収集を図

り、液状化発生範囲の平面図および被災前の地盤断面図を作成する。また、この段

階でボーリングデータが少なければ、適宜追加ボーリング調査の検討を行う。 
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図-2 液状化発生範囲の平面図 6) 

 

 
図-3 被災前の地盤想定断面図

Ｂ断面

Ａ Ｃ断面 Ｄ断面 Ｂ断面

Ｃ断面 Ｄ断面
Ａ´
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２）被災前における液状化層の特定 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【解説】 
被災前における液状化地盤の検証は、地震前の既存資料のボーリング結果および室内土質試験

を用いて、東日本大震災（既往最大値）で実際に発生したマグニチュードおよび加速度の地震動

波形を用いる。東日本大震災の実際の地震動（既往の最大値）の液状化解析に用いる加速度は、

被災した各市町村においてその波の成分が異なるため、観測点K-NETやKiK-netのホームページか
ら図-4のように液状化現象に対する影響の比較的少ないひげの部分（観測上の特異点）を取り除

いた最大加速度の0.65相当の等価加速度を用いる。 
 

 
図-4 等価加速度のイメージ 7) 

 
液状化地盤の検証方法は、「建築構造設計指針（日本建築学会）」の＜参考－１＞地盤の液状化

判定や＜参考－２＞液状化に伴う地盤物性と地盤変形量の予測に準拠して、以下のように算定す

る。 

① 地盤の液状化発生の可能性は、Ｎ値等の地盤調査結果を用いた簡易法（FL法）から PLによ
り危険度を判定する 

② 液状化による地盤の沈下量の検証は、Ｄｃｙで行う 
液状化判定は「建築構造設計指針（日本建築学会）」に準拠し、以下の算定式に基づき検討を行

う。液状化に伴うＦＬ、ＰＬ、Ｄｃｙの計算の考え方は、＜参考－３＞に示してあるので参照された
い。液状化の検討において地震時応答解析等を行う場合は、被災地の近傍の観測点 K-NET や KiK-net

等で観測された強震記録を用いる。ただし、この地震動は耐震設計上の工学的基盤面は、せん断波速

度 Vs≧300m/s となる層の上面とすることが望ましいが、便宜的に砂質土でＮ値≧50、粘性土でＮ

値≧25 となる層の上面とすることも想定される。地盤のせん断波速度は、弾性波速度検層により

被災前における液状化地盤の検証は、地震前の既存資料のボーリング結果および

室内土質試験を用いて、東日本大震災（既往最大値）で実際に発生した地震動の波

形をもとに「建築構造設計指針（日本建築学会）」に準拠して以下のように算定す

ることが考えられる。 

① 地盤の液状化発生の可能性は、Ｎ値等の地盤調査結果を用いた簡易法（FL法）
からPLにより危険度を判定する 

② 液状化による地盤の沈下量の検証は、Dcy で行う 
なお、細粒分含有率が多い場合等にあっては、当該地盤特性に適した液状化判定

方法を用いることが望ましい。 

また、一般的に Dcy が大きい場合は建物のめりこみ沈下量も大きくなる傾向に
あるが＜参考－４＞、家屋のめり込み沈下量は、例えば、当該家屋の基礎の形式や

平面形状、荷重条件といった、地盤以外の要素からも大きな影響を受けるものと考

えられる。その評価に向けた検討の方向性について＜参考－７＞に示す。 
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測定して求めることが望ましいが、次式に示すようにＮ値から簡易に推定する方法 2)もある。 

①粘性土の場合：
3/1100 NVs ⋅= （1≦N≦25） 

②砂質土の場合 ： 3/180 NVs ⋅=  （1≦N≦50） 

なお、＜参考－４＞宅地の平均地盤沈下と住宅の傾斜角の関係、＜参考－５＞建物の傾きに

よる健康障害について、＜参考－６＞地盤に係る住宅被害認定の運用見直しについて掲載した

ので参照されたい。 

 

 
＜参考－１＞地盤の液状化判定  
（出典：日本建築学会，建築構造設計指針， pp.62～64，2000.10） 

 

（１）対象とすべき土層 

液状化の判定を行う必要がある飽和土層は，一般に地表面から 20m 程度以浅の沖積層で，考慮す

べき土の種類は，細粒分含有率が 35%以下の土とする．ただし，埋立地盤など人工造成地盤では，

細粒分含有率が 35%以上の低塑性シルト，液性限界に近い含水比を持ったシルトなどが液状化した

事例も報告されているので，粘土分（0.005mm 以下の粒径を持つ土粒子）含有率が 10%以下，また

は塑性指数が 15%以下の埋立あるいは盛土地盤については液状化の検討を行う．細粒土を含む礫や

透水性の低い土層に囲まれた礫は液状化の可能性が否定できないので，そのような場合にも液状化

の検討を行う． 

（２）液状化危険度予測 

 液状化判定は図 4.5.1～4.5.4 を用い，以下の手順により行ってよい． 

（ａ）検討地点の地盤内の各深さに発生する等価な繰返しせん断応力比を次式から求める． 

d
z

z
n

z

d

g
γ

σ
σα

γ
σ
τ

′
=

′
max  （4.5.1） 

 ここに，τdは水平面に生じる等価な一定繰返しせん断応力振幅(kN/m
2)，σ'zは検討深さにおけ

る有効土被り圧（鉛直有効応力)(kN/m2)，γnは等価の繰返し回数に関する補正係数で 0.1(M－1)， 
M はマグニチュード，αmaxは地表面における設計用水平加速度（cm/s

2），gは重力加速度（980 

cm/s2），σzは検討深さにおける全土被り圧（鉛直全応力）（kN/m
2），γdは地盤が剛体でないことに

よる低減係数で次式で与えられる．  

 

γd =1－0.015z  （4.5.2） 

 

 ここに，zはメートル単位で表した地表面からの検討深さである， 
（ｂ）対応する深度の補正 N値（Na）を，次式から求める． 

N1 =CN・N （4.5.3） 

CN = zσ ′/98  （4.5.4） 

Na =N1+△Nf （4.5.5） 

 ここに，N1は換算 N値 CN は拘束圧に関する換算係数，△Nf は細粒分含有率 FCに応じた補正 N値
増分で，図 4.5.2 による．Nはトンビ法または自動落下法による実測 N値とする． 
 

（ｃ）図 4.5.1 中の限界せん断ひずみ曲線 5 ％を用いて，補正 N 値（Na ）に対応する飽和土層 
の液状化抵抗比 R =τl /σ'zを求める．ここに，τl は，水平面における液状化抵抗である． 
（ｄ）各深さにおける液状化発生に対する安全率Ｆl を次式により計算する． 

zd

zl
lF

στ
στ
′
′

=
/
/

 （4.5.6） 
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図 4.5.1 補正 N値と液状化抵抗，動的せん断ひずみの関係 4.5.3） 

 
図 4.5.2 細粒分含有率と N 値の補正係数 4.5.3）   図 4.5.3 補正 N 値，マグニチュード，繰り

返し回数と補正係数の関係 4.5.3） 

 
図 4.5.4 砂礫地盤の N値補正係数 4.5.3） 
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＜参考－２＞液状化に伴う地盤物性と地盤変形量の予測  
（出典：日本建築学会，建築構造設計指針，pp.66，pp.445～448，2000.10） 

 
 

 液状化発生の可能性が高いと判断された地盤においては，対象とする建物の基礎設計に必要な情

報を，下記の方法により評価するものとする． 

（１）液状化の程度と液状化・側方流動に伴う地盤変位の予測 

（ａ）水平地盤での動的水平変位，残留水平変位，沈下量，液状化の程度と動的水平変位の予測 

は、適当な応答解析によるほか，液状化判定の後，以下の手順によることができる． 

１）図 4.5.7 から Na，τd/σz' に対応する各層の繰返しせん断ひずみγcyを推定する． 
２）各層のせん断ひずみγcyが同一方向に発生すると仮定して，これを鉛直方向に積分して，振 

  動中の最大水平変位分布とする． 

 

 
図 4.5.7 補正 N値と繰返しせん断 図 4.5.8 補正 N値と限界残留せん断 
     ひずみの関係 4.5.2）             ひずみの関係 4.5.2） 

 

３）地表変位を Dcy とし液状化程度の指標とする．液状化の程度は，Dcy の値により表 4.5.1 の 
  ように評価する． 

 

表 4.5.1  Dcyと液状化の程度の関係 

Dcy (cm) 液状化の程度 

0 

－05 

05－10 

10－20 

20－40 

40－  

なし 

軽微 

小 

中 

大 

甚大 

 

 同様に，地盤沈下量 Sを求めたい場合，図 4.5.7 をそのまま使い,γcyを体積ひずみεvと読み換
えればよい 4.5.4）． 
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[計算例 1] 4.5 節 液状化判定と動的水平変位および残留沈下量 

 

 例図 1.1 に示す沖積地盤について，液状化に対する安全率と液状化時の地表最大地盤変位，

液状化後の地盤沈下量を求める．地下水位は深度 2m である．なお，地表面加速度 200（cm/s2），

地震マグニチュード M =7.5 とする． 

 
例図 1.1 地盤条件 

 

[解]（１）深度 4m の深さにおける検討 

(4.5.1)式において， 

M =7.5 
γn＝0.65 

αmax＝200（cm/s
2） 

g＝980（cm/s2） 

σz＝17.6×2.0＋18.6×(4.0－2.0)＝72.4（kN/m
2） 

σz'＝17.6×2.0＋8.8×(4.0－2.0）＝52.8（kN/m
2） 

これらを代入すると、 

τd /σz'＝0.65×(200/980)×(72.4/52.8)×(1－0.015×4)＝0.65×0.204×1.371×0.94 

＝0.17 

(4.5.3)式～(4.5.5)式より 

σz'＝52.8（kN/m
2） 

N＝2 
△Nf ＝0（図 4.5.3 より） 
これらを代入すると、 

 7.202
8.52

98
=+×=aN  

液状化抵抗比τl /σz'は(図 4.5.1 より) 

τl /σz'＝0.07 

よって，液状化発生に対する安全率 Flは(4.5.6)式より 
Fl ＝0.07/0.17＝0.41＜1 
したがって、液状化発生の危険度は高い． 
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（２）深度 9m の深さにおける検討 

σz＝17.6×2.0＋18.6×(9.0－2.0)＝165.4（kN/m
2） 

σz'＝17.6×2.0＋8.8×(9.0－2.0)＝96.8（kN/m
2） 

(4.5.1)式より 

τd /σz'＝0.65×0.204×(165.4/96.8)×(1－0.015×9.0)＝0.65×0.204×1.709×0.865 

    ＝0.20 

N＝15 
△Nf ＝7(図 4.5.2 より) 
(4.5.3)式～(4.5.5)式より 

1.2271.15715
8.96

98
=+=+×=aN  

図 4.5.1 より 

τl /σz'＝0.28 

(4.5.6)式より 

Fl ＝0.28/0.20＝1.40＞1 
したがって，液状化発生の危険度は低い． 

（３）液状化の程度と水平地盤での動的水平変位，残留沈下量の検討 

（１）および（２）で述べた手順に従って，対象地盤の地下水位以深から深度 20ｍまでの液状

化発生の危険度を検討した結果を例表 1.1 に示す．この表により，深度 3～8ｍの層で液状化の危

険性があると判断される．そこで，これらの層の動的水平変位および残留沈下量を求め，液状化

の程度を予測する．深度 3～8ｍの層における動的水平変位を求めるにあたり，深度 4ｍでの計算

手順を示す． 

例表 1.1 液状化判定結果 

深度

(m) 
N 値 

細粒分 

Fc 
(%) 

全応力 

σz 

(kN/m2) 

有効応力

σz' 

(kN/m2)

低減

係数

γd 

換算

N値 
N1 

N 値 
増分

△Nf 

補正

N値 
Na 

液状化 

抵抗比 

τl /σz' 

繰返しせん断

応力比 

τd /σz' 

安全率

Fl 

1 8 25 17.6 17.6 0.985  

2 3 25 35.2 35.2 0.970  

3 2 5 53.8 44.0 0.955 3.0 0.0 3.0 0.07 0.15 0.47

4 2 5 72.4 52.8 0.940 2.7 0.0 2.7 0.07 0.17 0.41

5 12 5 91.0 61.6 0.925 15.1 0.0 15.1 0.17 0.18 0.94

6 10 5 109.6 70.4 0.910 11.8 0.0 11.8 0.14 0.19 0.74

7 15 5 128.2 79.2 0.895 16.7 0.0 16.7 0.18 0.19 0.95

8 10 5 146.8 88.0 0.880 10.5 0.0 10.5 0.13 0.19 0.68

9 15 15 165.4 96.8 0.865 15.1 7.0 22.1 0.28 0.20 1.40

10 22 15 184.0 105.6 0.850 21.2 7.0 28.2 0.60 0.20 3.00

11 23 15 202.6 114.4 0.835 21.3 7.0 28.3 0.60 0.20 3.00

12 2 100 217.3 119.3 0.820  

13 2 100 232.0 124.2 0.805  

14 3 100 246.7 129.1 0.790  

15 3 100 261.4 134.0 0.775  

16 16 100 276.1 138.9 0.760  

17 42 0 294.7 147.7 0.745 34.2 0.0 34.2 0.60 0.20 3.00

18 45 0 313.3 156.5 0.730 35.6 0.0 35.6 0.60 0.19 3.16

19 38 0 331.9 165.3 0.715 29.2 0.0 29.2 0.60 0.19 3.16

20 50 0 350.5 174.1 0.700 37.5 0.0 37.5 0.60 0.19 3.16

*Na＞26 の場合は液状化抵抗比を 0.60 とした． 
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（１）より深度 4m において 

Na =2.7 
τd /σz'＝0.17 

よって，繰返しせん断ひずみγcyは，図 4.5.7 より 

γcy＝8.0（％） 

同様に体積ひずみεvは図 4.5.7 においてγcyをεvと読み換えればよいので， 

εv＝8.0（％） 

となる． 

深度 3～8m の層における繰返しせん断ひずみγcyと体積ひずみεvは例表 1.2 のようになる． 

この結果から，振動中の最大水平変位 Dcyは， 
Dcy＝Σγcy×H（H：層厚） 
 ＝0.08×1.0＋0.08×1.0＋0.01×1.0＋0.02×1.0＋0.01×1.0＋0.03×1.0 

 ＝0.23（m） 

＝23（cm） 

同様に，残留沈下量 Sは 
S＝Σεv ×H ＝23（cm） 

地下水位以浅は検討を行わないので，上記の Dcyおよび Sが，それぞれ地表水平変位，地表沈下量
となる． 

したがって，液状化の程度は表 4.5.1 より，「大」となる． 

 

 

例表 1.2 

深度(m)    γcy(%)，εv(%) 

3         8.0 
4         8.0 
5         1.0 
6         2.0 
7         1.0 
8         3.0 
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＜参考－３＞液状化に伴うＦＬ、ＰＬ、Ｄｃｙの計算の考え方 
 

（１）FL法 

液状化抵抗率 FLは式-1により算定するものとする。また、一般的に FLが 1.0 以下となる土

層は液状化するものと考えられている 1)。 

  

L
RFL =                        ・・・式-1 

ここに、FL：液状化抵抗率 

  R：液状化抵抗比 

     L：繰返しせん断応力比 

 

（２）液状化指数PL 
一般的に PL値の算出方法については、式-2に基づき図-1のように深度 20ｍが用いられてい

る。 

 

∑ ⋅=
20

0
)( dzzWFPL                    ・・・式-2 

 

ここに、PL：液状化指数 
 F=0.0（FL＞1.0 の場合） 
 

 F=1-FL（FL≦1.0 の場合） 
 W(z)=10-0.5z 
 Z：深度（m） 

 

なお、橋梁等の大規模土木工作物等と比較して、戸建て住宅の荷重は小さいことから、即地

的には深度 20ｍとした場合に、被害実態と必ずしも整合が図れない場合が生じる。この場合は

例えば、式-3に基づき深度 10ｍを用いる等の現地の実態に即した検討を行うことも想定される。 

 

∑ ⋅=
10

0

)( dzzWFPL                   ・・・式-3 

 

ここに、PL：液状化指数 
 F=0.0（FL＞1.0 の場合） 
 F=1-FL（FL≦1.0 の場合） 
 W(z)=20-2z 
 Z：深度（m） 

 
PLによる液状化判定区分については、表-1のような目安が考えられる。 
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図-1 PL値の算出方法について 

 

表-1 PL値と液状化による影響の関係 

 
 

（３）地表変位Dcy 
応答解析に用いる地表変位をDcyとし表-2のような目安が考えられる。 
 

表-2 Dcyと液状化程度の関係4） 
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＜参考－４＞宅地の平均地盤沈下と住宅の傾斜角の関係  
（出典：Kohji TOKIMATSU, Kota KATSUMATA:LIQUEFACTION-INDUCED DAMAGE TO 

BUILDINGS IN URAYASU CITY DURING THE 2011 TOHOKU PACIFIC EATHQUAKE， 
Proceedings of the International Symposium on Engineering Lessons Learned from the 2011 Great East 
Japan Earthquake, March 1-4, 2012, Tokyo, Japan） 

 

時松の浦安市の液状化被害を分析した論文5)によると、図12は、宅地の平均地盤沈下を基準とし

た住宅の傾斜角の分布を示しており、宅地の平均地盤沈下の増加とともに、住宅の傾斜角が大き

くなる傾向がある。 

 

 
図-1 宅地の平均地盤沈下と住宅の傾斜角の関係 
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＜参考－５＞建物の傾きによる健康障害 
（出典：復旧・復興支援 WG「液状化被害の基礎知識」 

  http://news-sv.aij.or.jp/shien/s2/ekijouka/health/index.html 
 

液状化による地盤沈下などで住宅が傾くと，戸の開け閉めの不具合，隙間風の発生，傾斜によ

るものの転がりといった障害だけでなく，めまいや吐き気などの健康障害が生じることがありま

す。建物の傾きと健康障害について，これまでに報告された学術研究をいくつか紹介します。こ

こで，健康障害には個人差があることに注意してください。 

 なお，床の傾きだけでなく，柱や壁の傾き，窓や窓の外に見える景色の傾きなどの視覚的刺激

からも生理的・精神的影響があります。また，長期間居住することで感覚の麻痺が生じ，自覚症

状が消えることがあります。 

 以下に紹介する文献について，床の傾斜角と健康障害の対応をまとめると，次の表のようにな

ります。 

 

表 1 床の傾斜角と健康障害 

傾斜角 
健康障害 文献 

度 分数（ラジアン） 

0.29° 5/1000 (=1/200) 傾斜を感じる。 藤井ほか（1998） 

0.34° 6/1000 (=1/167) 不同沈下を意識する。 藤井ほか（1998） 

0.46° 8/1000(=1/125) 傾斜に対して強い意識，苦情の多発。 藤井ほか（1998） 

0.6° 
程度 

1/100 程度 
めまいや頭痛が生じて水平復元工事
を行わざるを得ない。 

安田・橋本（2002）
安田（2004）  

～1° ～1/60 頭重感，浮動感を訴える人がある。 北原・宇野（1965）

1.3° 1/44 
牽引感，ふらふら感，浮動感などの
自覚症状が見られる。 

宇野・遠藤（1996）

1.7° 1/34 半数の人に牽引感。 宇野・遠藤（1996）

2°～3° 1/30～1/20 
めまい，頭痛，はきけ，食欲不振な
どの比較的重い症状。 

北原・宇野（1965）

4°～6° 1/15～1/10 
強い牽引感，疲労感，睡眠障害が現
れ，正常な環境でものが傾いて見え
ることがある。 

北原・宇野（1965）

7°～9° 1/8～1/6 
牽引感，めまい，吐き気，頭痛，疲
労感が強くなり，半数以上で睡眠障
害。 

北原・宇野（1965）
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日本建築学会：建築士のためのテキスト 小規模建築物を対象とした地盤・基礎, p. 31, 2003 よ

り引用・修正  

床の傾斜角と健康障害に関する文献 

以下，床の傾斜角と健康障害に関する文献を紹介します。 

北原正章・宇野良二：傾斜室における眩暈と平衡－新潟地震による傾斜ビルの調査研究－, 耳鼻

咽喉科臨床, 耳鼻咽喉科臨床学会, Vol. 58, No. 3, pp. 145-151, 1965.3 

1964 年 6 月 16 日に発生した新潟地震で傾斜した建物に居住や勤務する人を対象に，同年 11 月

に面接調査を行った結果を報告しています。 

 床の傾斜が 1°以下では，1日中傾斜室内に生活しているもの 6名中 2名が頭重感，浮動感を訴

えています。2°～3°では，めまい，頭痛，はきけ，食欲不振などの比較的重い症状が現れます。

4°～6°では，一方へ強く引かれる感じ（牽引感）が主体的となり，疲労感，睡眠障害が現れ，

正常な環境でものが傾いて見えることがあります。7°～9°では牽引感，めまい，吐き気，頭痛，

疲労感が強くなり，半数以上で睡眠障害があります。 

 居住者の経験から出た対策として，時々の外出，床の水平化工事が挙げられています。ベッド

だけでも水平にすると寝つきがよく体が疲れないと回答した人があったことが報告されています。 

 また，めまいが発生する原因を以下のように考察しています。人間には頭を鉛直に保とうとす

る反射（立ち直り反射）があります。建物が傾いていると，まず重力による感覚から頭を鉛直に

保とうとします。しかし，同時に視覚からの情報で床に垂直な方向に頭部を保とうとします。こ

の筋肉の緊張に現れる 2 つの反射の葛藤がめまいや牽引感の原因として考えられると指摘してい

ます。 

宇野英隆・遠藤佳宏：人の平衡感覚に関する研究 : 傾いた床での生活の限界, 日本建築学会計画

系論文集, No. 490, pp. 119-125, 1996.12 

ジャッキで床を傾けることができる装置を使った被験者実験と，1964 年新潟地震で傾いたある

会社の女子寮に入居する女性42名に対し1981年 10月に面接調査を行った結果について報告して

います。面接調査の結果，床の傾斜角度と自覚症状について，以下の表・図のような関係が見ら

れました。1.3°で牽引感，ふらふら感，浮動感などの自覚症状が見られ，1.7°で半数の人に牽

引感が現れます。 

 

表 2 床の傾斜角度と自覚症状 

斜角度 
（度） 

牽引
感 

ふら 
ふら
感 

浮動
感 

不眠
疲労
感 

回転
感 

頭
痛

めまい 腰痛 計 
実対象者
数計（人）

1.3 6 5 2 0 1 1 0 0 0 15 8

1.4 8 4 1 2 0 0 0 0 0 15 9

1.6 4 3 1 1 0 0 1 0 0 10 4

2 9 2 2 3 1 0 0 0 2 19 9

2.2 5 2 1 1 1 2 2 1 0 15 5

2.3 6 5 4 2 0 0 0 2 0 19 7

計（人） 38 21 11 9 3 3 3 3 2 93 42

注：複数回答である 
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図 1 床の傾斜角度と自覚症状 

 

実験結果については，長時間の滞在時の測定結果ではなかったため，ここでは割愛いたします。 

藤井衛・伊集院博・田村昌仁・伊奈潔：兵庫県南部地震の液状化地帯における戸建住宅の基礎の

被害と修復－戸建住宅の基礎の修復に対する考え方－, 土と基礎, 地盤工学会, Vol. 46, No. 7, 

pp. 9-12, 1998.7 

 

阪神・淡路大震災で液状化被害が発生した芦屋市の住宅約 100 棟を調査した結果を報告してい

ます。この調査結果に加え，これまでの文献や，下水道の掘削工事によって被害を受けた住宅に

対し著者らがアンケート調査した結果も踏まえ，傾斜角と機能上の障害について以下の表のよう

にまとめています。 

表 3 床の傾斜角と機能上の障害 

傾斜角 (rad) 傾斜角（度に換算） 居住者の感覚 

5/1000 0.29 傾斜を感じる。 

6/1000 0.34 不同沈下を意識する。 

8/1000 0.46 傾斜に対して強い意識，苦情の多発。 

 

安田進・橋本隆雄：鳥取県西部地震における住宅の液状化による沈下について, 土木学会第 57

回年次学術講演会, pp. 1029-1030, 2002.9 

安田進：鳥取県西部地震による団地の被害, 総合論文誌, 日本建築学会, No. 2, pp. 45-46, 

2004.2 

2000年鳥取県西部地震で液状化被害が発生した米子市安倍彦名団地の調査結果を報告していま

す。安倍彦名団地では，169 棟の戸建て建物の傾きは以下のようになっていました。 

 傾き 5/1000 以下（0.29°以下）または未測定：53 棟  
 傾き 5/1000～10/1000（0.29°～0.57°）：39 棟  
 傾き 10/1000～15/1000（0.57°～0.86°）：30 棟  
 傾き 15/1000 以上（0.86°以上）：47 棟  

 

合計すると，116 棟が 5/1000 以上（0.29°以上）傾斜しました。 

水平化工事を行ったか否かの境は，傾斜角が 5/1000～15/1000（0.29°～0.86°）の範囲でし

た。床が 10/1000 程度以上（0.6°程度以上）傾斜するとめまいや頭痛が生じて水平復元工事を行

わざるを得なかったと推定しています。 

建物の傾斜は，地盤の液状化だけでなく，軟弱地盤にみられる圧密沈下（ゆっくりと時間をか

けて沈下する現象），近隣の掘削工事や重量物の設置でも生じます。頭痛などの自覚症状があり，
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調べてみると建物が傾斜していたといった事例もありますので，ご注意ください。 

東日本大震災の液状化被害等の実態を踏まえ，災害による住家被害認定が一部見直しされまし

た。基礎と柱が一体的に傾いたときの判定は以下のように追加されています。 

表 4 基礎と柱が一体的に傾く不同沈下の場合の判定 

四隅の柱の 
傾斜の平均 

判定 運用 備 考 

1/100 以上，
1/60 未満 

半壊 新規 
1/100：医療関係者等にヒアリングを行い設定した 
居住者が苦痛を感じるとされている値  

1/60 以上，
1/20 未満 

大規模
半壊 

新規 
1/60：従来から基準値として使われている構造上の 
支障が生じる値 

1/20 以上 全壊 
従来
通り 

  

参考文献 内閣府：防災情報のページ 災害に係る住家の被害認定（2011 年 6 月 17 日閲覧） 
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＜参考－６＞地盤に係る住宅被害認定の運用見直しについて 
 (出典：内閣府 http://www.bousai.go.jp/hou/pdf/jiban_unyou.pdf)  
 

【見直しの主なポイント】 
1.傾斜による判定の追加(基礎と柱が一体的に傾く(不同沈下)の場合) 

基礎・床も含めた傾斜の場合は以下により判定 

1/20≦四隅の傾斜の平均⇒全壊(従来通り) 

1/60≦四隅の傾斜の平均＜1/20⇒大規模半壊(新規) 

1/100≦四隅の傾斜の平均＜1/60⇒半壊(新規) 

 
※1/20の傾きとは:20cmの垂直高さに対して1cmの水平方向のずれ。(分母が大きいほど傾きは小

さい) 

※1/60:従来から基準値として使われている構造上の支障が生じる値 

※1/100:医療関係者等にヒアリングを行い設定した居住者が苦痛を感じるとされている値 

 

2.住家の基礎等の潜り込みによる判定の追加 

住家の基礎等の地盤面下への潜り込み状況により判定 

 
※床上1mまで:雨が降ると恒常的に床上1mまで浸水することから設定 

※床まで:雨が降ると恒常的に床上浸水することから設定 

※基礎の天端下25cmまで:雨が降ると恒常的に床下浸水することから設定 

 
 

＜参考－７＞液状化による構造物や地盤の変形推定方法の分類 
 

東日本大震災における建物のめり込み沈下量の推定にあたっては、既往研究等を踏まえつつ、

以下のような方向性が考えられる。 

手法の分類 手法の概要 手法の特徴 

即地的な被害データ等から

推定する方法 

過去の地震時における被

災事例や模型実験などか

ら経験式を導きだす方法 

簡易ではあるが、精度は低

く、また、適用できる範囲、

構造物が限定される 

解析によ

り推定す

る方法 

静的解析方法 

静的 FEM などを利用し、

最終変形量だけを推定す

る方法 

比較的簡易であり、一定の

精度を有している 

動的解析方法 

時刻歴地震応答解析を利

用し、変形量の時刻歴を詳

細に解析する方法 

精度は高いが、方法は複雑

で、また、詳細な地盤デー

タが必要である。 
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３）震災前地盤状況の検証結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【解説】 
液状化による震災前の沈下量は現地で沈下量の測量を行い、その結果を用いて以下のようなコ

ンター図を作成する。ただし、罹災証明で沈下量を測定していればその値を用いる。液状化の判

定結果の PL値および Dcyは、表を図-5のように着色し、見やすくすることが望ましい。なお、特
異値がでた場合には、その理由が想定されればコメントを付すことが望ましい。 

①液状化予測断面図の作成 

②液状化被害（沈下）のコンター図の作成 

③液状化解析による地盤沈下量（Dcy）コンター図の作成 
④液状化被害（沈下）と液状化解析による地盤沈下量（Dcy）の比較検討 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 液状化の判定結果の表示例 

◆PL値 ◆Dcy

なし

軽微

小

中

大

Wz（20m）＝10-0.5×Z 甚大

Wz（10m）＝20-2.0×Z

※PL値の重み係数：

20～40

40～

液状化発生の可能性はない

液状化発生の可能性が低い

液状化発生の可能性がある

液状化発生の可能性が高い

0

～5

5～10

10～20

PL＝0

0＜PL≦5

5＜PL≦15

15＜PL

液状化による震災前の地盤沈下量は現地で沈下量の測量を行い、その結果を用い

て以下のようなコンター図を作成する。 

①液状化予測断面図の作成 

②液状化被害（沈下）のコンター図の作成 

③液状化解析による地盤沈下量（Dcy）コンター図の作成 
④液状化被害（沈下）と液状化解析による地盤沈下量（Dcy）の比較検討 
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表-1 震災前地盤状況検証結果一覧表 

 



-47- 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                       
 
 
 
 
 
 
 
 

  (a) 200galの場合                (b) 350galの場合 
図-6 200galと 350galの場合の N値と Fcおよび D50の関係 

注）：赤丸が液状化の可能性ありと判定されたデータである。 
 
          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                       

 
 
 
 
 
 
 

 (a) 200galの場合               (b) 350galの場合 
図-7 200galと 350galの場合の粒径加積曲線 
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表-2 震災前判定結果 

 
 

 

表-3 震災前液状化における地盤変位量（Dcy）算定結果 
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図-8 震災前における液状化予測断面図 1 

 

 
 

図-9 液状化被害（地盤沈下）コンター図 1 

 

Ｂ断面 Ｄ断面Ｃ断面Ａ 
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図-10 震災前における液状化解析による地盤沈下量（Dcy）コンター図 1 



-51- 

 

 

 
図-11 震災前における液状化予測断面図 2 

 

 
図-12 液状化被害（地盤沈下）コンター図 2 
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図-13 震災前における液状化解析による地盤沈下量（Dcy）コンター図 2 
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Step ３ 再液状化診断 

（3）再液状化の場合における地盤沈下量等予測            

１）新規ボーリング箇所の計画 
 
 

 

 

 

 

 
【解説】 
再液状化の場合における地盤沈下量予測や液状化対策範囲選定の目安とするため、必要に応じ

て新規のボーリング箇所を計画する。液状化被害箇所を対象に、図-1に示すようなメッシュ状に

分割し、200m～500m程度の割合で、ボーリング調査の追加を検討する。500m間隔で概況を把握
した後に、その間を追加調査することも考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 新規ボーリング箇所位置図 

再液状化の場合における地盤沈下量予測や液状化対策範囲選定の目安とするた

め、調査対象地区を 200～500ｍ程度のメッシュ状に分割し、必要に応じてボー

リング調査を追加する。地震前後の地盤の状況を把握するために既存のボーリング

と重複させることが考えられる。 
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 ２）ボーリング深度および試験数量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【解説】 
ボーリング深度および試験数量は、以下の手順で行うことが想定される。 
①ボーリング調査深度：PL値や Dcy 値（地盤変位量）を算出するため深度 20mを基本とする。
ただし、既往のボーリング調査結果等により液状化層の深度分布がある程度予測されている場

合には、調査の費用対効果を考えて一部の調査箇所を砂層の予測深度までとすることも考えら

れ、必ずしも全箇所を 20mまで行う必要はない。 
②試験数量：深度ごとに物理試験を実施し液状化判定の資料とする。 
③現場透水試験：液状化対策案として、地下水位低下工法が挙げられるため、液状化層を対象

に現場透水試験を実施する。 
④圧密試験：液状化層以深に軟弱層（シルト）が分布した場合、地下水低下工法や盛土を行う

場合においての圧密沈下量推定のために圧密試験を実施する。 
地盤状況のタイプとしては、単純に分類すると図-2、図-3に示すような以下の２タイプがある。 
 ①タイプ 1：液状化層以深に軟弱層が分布する場合 

 ②タイプ 2：砂質土層単一層となる場合 

 さらに詳細な数値解析（動的ＦＥＭ解析等）を行う場合は、表-1に示すような以下の調査が必

要となる。 

 ①高密度地表面探査 

 ②微動アレー探査 

 ③ＰＳ検層・密度検層 

 ④室内力学試験 

 ・地層ごとの動的変形特性試験（粘性土・砂質土） 

 ・液状化対象層の液状化強度試験 

 ・液状化対象層の三軸圧縮試験（ＣＤ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 タイプ 1：液状化層以深に軟弱層が分布する場合の柱状図例 

ボーリング調査深度は、PL値やDcy 値（地盤変位量）を算出するため深度20m
を基本とし、各深度ごとに物理試験を実施する。液状化対策案として地下水位低下

工法の選択が想定される場合には、液状化層を対象に現場透水試験を行っておくこ

とが考えられる。また、液状化地盤層の下部に粘性土の沖積層の地盤がある場合は、

軟弱層（シルト）の圧密沈下量推定のために圧密試験の実施が想定される。 
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図-3 タイプ 2：砂質土層単一層となる場合の柱状図例 
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図-4 数値解析を用いる場合の調査計画図 

 

表-1 数値解析を用いる場合の調査計画表 
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図-5 表面波探査及び微動アレイ測線位置図 

 

 
図-6 表面波探査図 
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３）再液状化における地盤沈下量予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【解説】 
再液状化における地盤沈下量予測は、以下の手順が想定される。 
① 震災前と同様に液状化判定を行い、再液状化範囲を明確にする。 
②PL 値および Dcy値（地盤変位量）を算出し、地盤沈下量予測を行う。 
Dcy 算出は、「建築基礎構造設計指針（日本建築学会）」の＜参考－２＞液状化に伴う地盤物性
と地盤変形量の予測に準拠して行う。 
地震タイプ別の液状化指標の目安としては、＜参考－４＞液状化に伴うＦＬ、ＰＬ、Ｄｃｙの計算

の考え方を参照されたい。 

表-2 液状化係数 FLを用いた各層の液状化可能性の予測 

再液状化における地盤沈下量予測は、各地方自治体（市町村等）において地域の

社会的、経済的状況を踏まえた検討に資するため、基本的に以下の３タイプの検討

が必要になることが想定される。 

① タイプ1：200gal、Ｍ7.5（中地震による中程度の揺れ） 
② タイプ２：200gal、Ｍ9.0（巨大地震による中程度の揺れ） 
③ タイプ３：350 gal、Ｍ7.5（直下型地震による大きな揺れ） 
 ただし、即地的な状況を踏まえながら、既往最大の地震（巨大地震による大きな

揺れ）における地盤状況等について考慮することも考えられる。 
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図-7 液状化対象層の特定
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４）再液状化における地盤沈下量等予測 
 
 
 
 
 
 
 
【解説】 
再液状化における液状化判定結果を表-3 に、液状化における地盤変位量（Dcy）算定結果を表
-4 に示した。 

 

表-3 液状化判定結果 

 
 

表-4 液状化における地盤変位量（Dcy）算定結果 

 

再液状化における地盤沈下量の予測結果から、再液状化層と再液状化予想範囲を

特定し、震災後における液状化予測断面図および震災後における液状化解析による

地盤沈下量（Dcy）コンター図を作成する。再液状化診断結果について全体の考察
を行い、その後の要対策区域の設定の根拠とする。 
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図-8 震災後における液状化予測断面図 1 

 

 

 

 

 
図-9 震災後における液状化解析による地盤沈下量（Dcy）コンター図 1 

Ｂ断面 Ｄ断面Ｃ断面Ａ 
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図-10 震災後における液状化予測断面図 2 
 
 
 

 

 
図-11 震災後における液状化解析による地盤沈下量（Dcy）コンター図 2 
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